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研究成果の概要（和文）：インドネシアでは近代的漁業が急速に発展し、伝統的漁業との衝突が

顕在化している。インドネシアから日本に輸出されるマグロ類の輸出データおよび国内市場デ

ータを用いて、価格形成メカニズムを計量経済学の枠組みで分析した。マグロ類の長期供給関

数の形状は後方屈曲となっており、インドネシア周辺のマグロ類資源の減少によって限界費用

が上昇し、輸出価格の上昇を引き起こしている可能性が示唆された。漁業資源管理の問題の難

しさは、資源減少による価格上昇が漁業開発のインセンティブを一層強化することにある。 

 
研究成果の概要（英文）：Modern fishing industry has been developing rapidly in Indonesia, 

frequently causing a conflict with traditional fisheries. This study analyzes price 

formulation mechanism in tuna and other major products using foreign and domestic 

market data. Our study shows that the long-run supply curve of tuna is characterized as a 

backward bending supply curve, which represents an increase in the marginal cost of tuna 

catching due to resource depletion. The increase in tuna price provides additional economic 

incentive for fisheries development, making resource management hard to control. 
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１．研究開始当初の背景 

わが国の水産物輸入は 1970 年代から急速
に拡大し、総輸入額は 17,000億円を超過し、
総農水産物輸入の 32％を占めるに至ってい
る。その結果、1970 年代初頭は 100 を超え
ていた水産物自給率は 50％台にまで低下し
た（農林水産省,2005）。日本の拡大する輸入
水産物需要を支えているのは主にアジア諸

国であり、水産物輸入の約半分はアジア諸国
の水産資源に依存していることになる。中で
も、東南アジアからの輸入量は一貫して増加
傾向にあり、日本への輸出インセンティブが
東南アジア地域における水産資源の乱獲を
招いているとも指摘されている（村井，
1988；山尾,1997 他; Resosudarma, 2006）。
特に、インドネシアでは漁獲量が急速に増え
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ていることに加え、漁獲量に対する輸出量比
率も大幅に増加していることから、水産物輸
出の増大が同国の水産資源に負の影響を与
えていることが懸念されている 

 

２．研究の目的 

本研究は、アジア地域における水産物の輸
出増大と資源管理の関係を解明することに
ある。具体的な目的は以下のとおり。 

(1)国内市場の水物価格形成メカニズム 

水産物の輸入が増大した背景として、国内
市場と国際市場の要因が考えられる。まず国
内市場に焦点を当て、水産物の輸入増大の背
景を検討する。①国内漁獲量の減少、②内外
価格差、③所得水準などの要因を計量経済学
の手法を用いて検証する。品目ごとに異なる
技術的、制度的要因ではなく、品目の特性と
は関係のない市場の価格形成メカニズム自
体を理解することを目的とする。 

 

(2)マグロ国際市場の市場構造と価格支配力 

マグロは世界 100 カ国以上で取引される国
際商品であるにも関わらず、その市場構造は
競争的であるとは言い難い。マグロ国際市場
を台湾、韓国、インドネシア、オーストラリ
ア等の輸出（供給）寡占と見ることもできれ
ば、日本やアメリカ等の輸入（需要）寡占と
見ることもできる。 

マグロ国際貿易の市場構造や価格支配力
の分析を行い、国際的な資源管理へのインセ
ンティブと価格支配力の関係を明らかにす
ることを目的としている。 

 

(3)インドネシアのマグロ漁業における輸出
インセンティブと資源管理の関係 

一般的にマグロ類の資源評価には、漁船の
魚種別漁獲量、魚場、出漁隻数、操業日数な
どを基礎データとし、統計学を応用した資源
解析手法が用いられている。日本のマグロ類
の資源評価は、諸外国に比べ精度が高く、
様々な地域漁業管理委員会でも用いられて
きた。しかし、インドネシアをはじめ開発途
上国のマグロ漁業への新規参入などにより、
日本のマグロ漁のシェアが低下している。そ
のため、漁業データと質と量も低下傾向にあ
り、科学的な根拠に基づく資源評価は難しく
なってきている。さらに、開発途上国では
IUU（Illegal, Unregulated and Unreported）
漁業の問題もあり、詳細な資源データに基づ
く資源管理は極めて難しい状況にある。 

そこで市場取引でのデータ、取引数量とそ
の価格から漁業資源の状態を把握する方法
を検討する。市場取引のデータには、漁業者
の費用（機会費用を含む）が少なからず反映
されており、そうした市場データを資源管理
手法に活かしていくことが重要との問題認
識に基づいている。具体的には、生物経済モ

デルから導出される長期供給関数を時系列
データから計測し、生物経済モデルの妥当性
を検証する。その上で、市場取引データに基
づく資源把握の可能性について検討を行う。 

 

３．研究の方法 

 研究方法はインドネシアでの漁港調査、統
計データの収集、計量経済分析で構成される。 

(1)国内市場の水物価格形成メカニズム 

 輸入比率の高い水産物を特定し、その水産
物の輸入価格、輸入量、国内生産量、国内価
格のデータを収集する。それらのデータを主
要水産物 7 品目、40 年間のパネルデータとし
て整理する。そのデータを用いて、逆需要関
数の ARDL モデルを OLS および GMM で計
測する。 

 

(2)マグロ国際市場の市場構造と価格支配力 

 マグロの主要輸出国である台湾、韓国、イ
ンドネシアの月別マグロ輸出および為替デ
ータを作成する。逆需要関数を IV 法で計測
し、その推計値（Residual Demand Elasticity）
から価格支配力の「程度」を検証する。また、
上記の結果と比較するため、SUR(Seeming 

Unrelated Regression) を用いて価格形成関数
の同時推計を行う。 

 

(3)インドネシアのマグロ漁業における輸出
インセンティブと資源管理の関係 

 インドネシアの漁港 3 か所（ジャカルタ周
辺、ベノア港、スンダンビル漁港）で市場取
引データを収集する。また、インドネシアか
ら日本に輸出されるマグロ類の価格データ
を収集する。それらを用いて、マグロ類の長
期供給関数を OLS で計測し、資源管理モデ
ルの妥当性を検証する。また、生物経済モデ
ルのパラメーターをカルマンフィルター法
で計測し、調整費用係数(c/Kq）の時系列的変
化を観察する。 

 
４．研究成果 
(1)国内市場の水物価格形成メカニズム 

第一に、短期の価格形成は主に水揚量に規

定され、国内での需給バランスが短期の価格

形成において重要な役割を果たしている。 

第二に、長期的な価格形成には輸入価格の

影響が強く反映され、水産物貿易のグローバ

ル化に伴い、国内価格も輸入価格を通じて国

際的な需給バランスの影響を受けていること

が明らかになった。 

長期の価格伝達の弾力性は 1.0 に近く、長

期的に国内市場価格は主要輸出国の価格に収

束していくことが予測される。輸入水産物と

国内水産物の価格が長期的には連動している

という分析結果は、水産物の差別化が行われ

ておらず、コモディティーとしての価格競争
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に陥っていることを示唆している。 

サケ類の国内価格，輸入価格， 漁獲量, 輸入量の推移 
左軸（円/g）：国内価格(PD)，輸入価格(PM）， 

右軸（ton）: 漁獲量(QD), 輸入量（QM）． 

 

 

価格形成関数の推計結果 

 

(2)マグロ国際市場の市場構造と価格支配力 

資源の減少が危惧されているマグロ類を
対象に、主要輸出国の価格支配力の「程度」
（Residual Demand Elasticity）を逆需要関数か
ら推計した。推計結果から価格支配力は近年
増加傾向にあることが明らかになった。資源
の減少によって価格交渉力は輸入国から輸
出国に移っている可能性が示唆された。 

輸出国の価格データには大きな幅があり、
為替相場、生産量、所得水準等では説明でき
ない部分も多い。今後、国際的の枠組みの中
で資源管理を行っていくために、国際的な価
格形成の場が必要であると考えられる。 

 

逆需要関数の推計結果 

 

(3)インドネシアのマグロ漁業における輸出
インセンティブと資源管理の関係 

第一に、生物経済モデルから導出される長
期供給関数は市場データから計測すること
が可能であり、その形状や安定性は統計デー
タから検証することが可能である。インドネ
シアからのマグロ輸出データに当てはめた
場合、生物経済モデルの理論が示唆する結果
を示し、インネシアのマグロ輸出は取引数量
と価格の両方が上昇する「資源開発段階」か
ら、取引数量と価格がトレードオフの関係を
示す「資源枯渇の前兆段階」に入っているこ
とが示唆された。 
第二に、計測された生物経済モデルの係数

から調整費用係数（β1/β0＝c/Kq）の時系
列的変化を観察したところ、技術進歩による
生産性の伸びを考慮しても、マグロの漁業費
用は、この 20 年間に 2 倍以上増加している
ことが明らかになった。 
 

後方屈曲型のマグロ類長期供給関数 

 
 
 

調整費用係数の推移 
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